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 横浜の子育て世帯を取り巻く状況 
 
 

子育て世帯（全体） 
○就学前児童数（0～５歳人口） 193,079人（2011.1.1） 
○年少人口（0～１４歳人口）   489,910人（2011.1.1) 

   育児・子育て不安のある世帯 （約6割） 
○妊娠中、子育てに不安を感じたことがあった母親 ５１．３％（ニーズ調査） 
○出産後、子育てに不安を感じたことがあった母親 ７０．０％（ニーズ調査） 
○現在、子育てに不安を感じている母親         ６５．４％（ニーズ調査） 

母子保健・地域の子育て支援による虐待防止 

   虐待の恐れがある世帯  (約2割） 
○子どもを虐待していると思うことがある  ２４．９％（ニーズ調査） 

母子保健・地域の子育て支援による虐待防止 

虐待をしている世帯 
○児童相談所が関わっているケース 2208件（2009） 
○児童虐待新規把握件数        720件（2009） 

家庭支援による虐待防止 

一時保護を受けた児童 
○一時保護所 新規入所児童数 825人 
       （うち、虐待は294人 2009） 

家庭支援・ケアによる虐待防止・家庭復帰支援 

 施設入所（2009年度末在籍数 724人） 

○児童養護施設 里親など  659人 
○乳児院             65人 

施設等による支援 

 施設長期入所と自立支援 
○親子関係再構築・家庭復帰 
   支援対象ケース 97（2009） 

家庭復帰支援 

○ 母子保健 

 ○ 子育て支援 

子育て不安の解消と
虐待の未然防止 

・こんにちは赤ちゃん訪問事業 
・産前産後ケア事業 
・区による育児支援家庭訪問事業 
・看護職による母子健康手帳交付時面接 
・地域子育て支援拠点での相談   等 

・ ケアの小規模化推進 
・ 施設職員体制の充実 
・ 里親、ファミリーグループホームの充実 
・ 児童養護施設の新規整備 

施設等における支援の充実 

・ 家族状況の点検と再統合プログラムの作成 
・地域との連携による家族再統合後のケア 

・児童自立生活援助事業の活用 

家庭復帰と自立支援の推進 

児童虐待対応の拡充 

○ 児童相談体制の強化 

 ○ 一時保護の充実 

○ 在宅支援 

・児童相談所４所体制化（2007.6～）  ・区と児童相談所の連携強化 

・一時保護所の定員拡充（2002定員：30人⇒2007定員：131人） 

・児童相談所による養育支援家庭訪問事業 

注：ニーズ調査は「横浜市次世代育成支援行動計画（後期計画）策定に係るニーズ調査」（こども青少年局 平成２１年３月） 
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横浜市こども青少年局
企画調整課

地域で子育てしやすい環境の整備
【乳幼児期の子育て支援施策の現状】H21年度実績とＨ２２年度予算

子育て支援に関わる地域施設

地域ケアプラザ 119か所

地区センター 82か所

1歳6か月児

健診
30,887人
(受診率

3,159人

7,750人

5,382人

地域育児

教室
各区役所で

０歳児
(32,047人)

１歳児
(32,663人)

２歳児
(32,768人)

３歳児
(32,574人)

４歳児
(31,398人) 

6,437人

7,433人 7,654人

4か月児

健診
30,809人
(受診率

妊婦

医療機関乳幼児

健康診査

５歳児
（32,268人）

親と子の心の健康づくり、養育支援

医療機関等と連携して、妊娠の時点から福祉保健センターが

一貫して健康診査や保健指導を行っています。

多様なライフスタイル、市民ニーズに対

応し、育児不安の解消に向けて、身近な

地域における市民主体の子育て支援施策

の拡充と支援が必要となっています。

子ども･家庭支援相談事業

乳幼児から学童期･思春期までの養育者と子どもの相談 34,062人

子育て支援者の子育て相談

会場数 164か所 開催回数 7,593回 来所者数 214,277人

横浜子育てサポートシステム

会員数 利用会員5,253人 提供会員1,242人 両方会員448人

地域の市民同士の支え合い
「子育ての援助を受けたい人」と、「子育ての援助を提供し

たい人」が会員として登録し、提供会員の家に子どもを預けた
り、保育園等への送迎などの子育て支援を実施しています。市
民同士の連携による地域ぐるみでの子育て支援への発展を目指

子育てに関する相談
福祉保健センターでは保健・教育・福祉の各分野のスタッフ

が一体となり、乳幼児から学童期・思春期までの幅広い子ど
も･家庭支援相談を実施しています。児童相談所、教育総合相
談センター、乳幼児家庭教育センター、女性フォーラムなどで
も個別の相談に応じています。

また、市立保育所と同様に民間保育所でも育児相談を実施す

身近な地域での相談
子育てグループに属していない養育者や転入等で身近な相談

相手がいない養育者は、地域のなかで孤立しがちです。このよ
うな養育者が、日常の育児不安を解消できるように、子育て支
援者が身近な相談に応じています。

また、情報交換や仲間づくりの場にもなっています。

仲間づくり（その①）
初妊婦や第１子の養育者などを対象に，育児の基本的

な知識を学ぶとともに、育児不安の解消や地域での仲間
づくりの動機付けとなる教室を開催。

自主的な子育てグループには、活動が継続できるよう

親と子のつどいの広場事業

市内28か所 ※市民活動団体(NPO法人)等が運営利用者(親子) 延114,730人

私立幼稚園はまっ子広場事業

仲間づくり（その②）、つどいの場
市民活動団体が運営する「親と子のつどいの広場」及び私立

幼稚園が運営する「幼稚園はまっ子広場」の運営経費の一部を
助成しています。

つどいの広場では子育て中の親子に対し子育て相談や親子の

交流の場、地域の子育て関連情報の提供などを行っています。
はまっ子広場では幼稚園の終了後、園庭・園舎を幼稚園児や

視聴覚

検診
一次検査

31,015人

病児保育事業 11医療機関 利用件数 延5,871件

２４時間型緊急一時保育事業

子育て支援者のグループ活動支援
延687回（283グループ）

自主的な子育てグループ

いざという時のために
急用、冠婚葬祭、保護者の病気などで緊急に子どもを預ける必

要があるとき、24時間365日、一時的な保育を行っています。
また、病気又は病気回復期のお子さんを、その保護者が仕事の

都合などの事情で家庭での育児が困難な期間、一時的に保育して

保育所地域子育て支援事業（市立）

育児支援センター園（各区1～3園）を中心にすべての市立保育園で実施

育児相談17,453件 育児講座433回 交流保育1,749回 施設開放17,204回
保育所地域子育て支援事業（民間）

保育所子育てひろば（常設園８区）育児相談 3,392件 育児講座 101回

コミュニティハウス 110か所

一時保育事業

227か所 延117,146人

地域の子育て支援に関わる施設
地区センターのプレイルームは幼児のための室内遊び場。気軽

に立ち寄り自由に遊べます。地区センターによる親子向けの自
主事業も行われています。

コミュニティハウスは小・中学校や既存施設を活用した施設で、

グループ活動に和室や研修室が利用できます。

保育所での一時保育
パート就労等保護者の就労形態の多様化や、疾病等による緊急

時の保育に対応するため、一時保育を実施しています。

H22予算 122,149千円

H22予算(市立･民間保育所合計) 189,022千円

H22予算 23,150千円

H22予算 69,948千円

H22予算 43,718千円

H22予算 67,642千円

H22予算 34,601千円

H22算 550,903千円

H22予算 504,602千円

H22予算(保育所運営費)36,197,108千円

横浜保育室1,639人

横浜保育室458人

地域子育て支援拠点 市内15か所（鶴見･神奈川・西・中・南・

地域子育て支援拠点
地域の子育て支援の中心的な役割を持ち、子育て情報の集約・

発信、子育て相談や親子のつどいの場の提供、人材育成、ネッ

H22予算 847,948千円

産前産後ケア
315回

乳幼児歯科相談 4,137人

休日保育事業

10保育園(公3件、公民1、民6件) 利用件数 延2,404件(公2件、公民662、民1,740件)

H22予算 32,036千円

先天代謝異

常症等検査

29,525人

妊産婦歯科

相談

291人

１歳６か月児歯科健診

事後指導

１歳児
(32,529人)

H22予算 15,786千円

育児支援家庭訪問事業 訪問員派遣2,814回、ヘルパー派遣389回

妊婦健診
延388,537人

H22予算 77,942千円

必要なときに理由を問わない子どもの預かり
リフレッシュ、通院、家事、就労など理由を問わず、就学前の

子どもとのおでかけ支援
地域社会全体で子育てをあたたかく見守り、応援する事業です。

小学生以下の子どものいる家庭や妊娠中の方が、協賛店・施設で
登録証（ハマハグカード）を提示すると、ちょっとした心配りか
ら、設備･備品の利用、割引･優待など、子育てを応援するさまざ

子育て家庭応援事業（愛称「ハマハグ」）

協賛登録 2,755店舗･施設 登録者数 19,971人

乳幼児一時預かり事業

H22予算
2,856,344千円

H22予算

H22予算 55,801千円

各区の特性に応じた子育て支援事業
各区ではその特性、区民ニーズに基づき、様々な独自の子育て

各区独自の
子育て支援

認可保育所

16,110人 22,918人 23,615人

H22予算(私立幼稚園
就園奨励補助金)

保育所入所児童数合計 37,815人

幼稚園入所児童数合計 62,829人

横浜保育室児童数

H22予算

3歳児

健診
30,541人

(受診率

H22予算 225,927千円

H22予算 19,868千円

H22予算 5,301千円

H22予算 67,975千円

幼稚園の預かり保育
保護者の就労等で幼稚園の正規の教育時間前後に家庭で保育

ができない在園のお子さんを、幼稚園で預かります。朝は７：私立幼稚園預かり保育事業

H22予算 731,556千円

病後児保育事業 5保育園 利用件数 延1,708件

H22予算 248,721千円

H22予算 40,100千円

H22予算 10,064千円

( )=就学前児童数

※H22年度より養育支援事業の産前産後ケアへ変更。

母子訪問指導
指導員訪問実件数

母子健康

手帳交付数
37,853件

子育てｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸ「ど
れどれ」配布

H22予算 14,485千円

母親教室
9,080人
初妊婦の

約７割が参加

こんにちは赤

ちゃん

訪問

H22予算

横浜保育室842人

横浜保育室1,406人

↑幼稚園186人

家庭保育福祉員児童数
H22予算(横浜保育室)5,293,277千円
(家庭保育福祉員)317,401千円
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計数は前田の試算による 



地方の実践例（横浜の事例から） 

1.地方の実践から国が取り入れたもの 

① 親と子のつどいの広場事業 

 これはもともと、横浜市港北区菊名の駅前の空き店舗を利用してお母さん方が始めた事業 

② 家庭保育事業（保育ママ） 

 横浜では前々から複数保育者での預かりを実施 

 

2.国の補助ルールでは地域の問題解決に不十分なので、横浜市独自で展開して

いるもの 

① 私立幼稚園預かり保育事業（市単独事業 23年度予算 8億 3000万） 

 横浜では保育園の待機児童対策として、私立幼稚園において朝7:30から夕方18:30まで、

長期休みもなしに 105か所で実施予定（私立幼稚園は市内に 289か所あり） 

（国・県からの補助金で 5時までの預かりを実施している幼稚園もあり。だがこの制度では

横浜市民が必要とする長時間の預かり保育の実施は難しい。） 

    →地域の子育て資源である幼稚園の管轄は県の権限となっている。一日も早く 

     基礎自治体に権限移譲すべきである 

 

② 横浜型事業所内保育 

（市単独事業 23年度 予算約 4500万円） 

国では事業所内保育は定員 10人以上の縛りがあり、中小企業は事実上つかえない 

そこで、横浜では 3人以上、10人未満に要件を緩和し、市単独補助メニューを創設 

 

3.国の補助にはないもの 

① 横浜保育室 横浜市独自の３歳未満の保育室 

平成 23年度 63億円 147か所 4970人定員 

 ⇒ 平成 23年度に国費導入の検討が始まっている。 

 

② 障害児居場所づくり事業（21か所 2億 4000万円） 

 学齢期の障害児の放課後や長期休暇中の居場所づくり 

 

③ 学齢後期（中学・高校）障害児支援事業（7400万円） 

 障害児の思春期の課題解決に向けた診療、相談など 
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妊娠期から産後までの支援(母子保健) 

横浜保育室 

地域子育て支援 

放課後の居場所 

障害児 

児童虐待 

(単位：億円) 

子育て支援事業における国費市費の負担内訳 
(横浜市平成23年度予算案から作成) 

国費 市費 その他 

総予算 

45億円 

63億円 

15億円 

45億円 

63億円 

23億円 

610億円 

保育運営関係費 
(含：病児保育・休日保育24時間保育) 

事例：地域子育て支援拠点 
○ 人口規模の大きな横浜では、小規模な「親と子のつどいの広場」と比較的規模の
大きい「地域子育て支援拠点（センター型）」を組み合わせて拠点整備している。 

○後者の年間運営費は１か所当たり3800万円。これに対して、国から来るソフト交
付金は、１か所当たり37ポイント（交付金370万円に相当）となる 
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運営
支援

不妊相談・治療費
助成

妊婦健診、
乳幼児健
診、産後
支援ヘル
パー派遣
など

幼保小連携推
進、就園奨励
補助金等

  協働を基調とした
   青尐年育成活動の
   推進、ニートなど
　 新たな課題への
　 対応

待機児
童解消
（整
備）

母子保健

地域子育て支援

要保護児童施策

青少年施策

総合施設
（認定こども園）

保育所

放課後キッズクラブ、は
まっ子ふれあいスクー
ル、放課後児童クラブ

放課後児童育成施策

幼稚園横浜保育室等

障害児施策

児童虐待防止
の充実、家族
再統合、生活
指導を要する
児童の自立支
援、児童福祉
施設管理、母
子家庭施策な
ど

障害児支援(早
期発見、早期
療育体制の推
進、福祉サー
ビスの充実、
療育センター
等施設の運
営・整備、発
達障害児支
援、障害児の
居場所づくり
など）

乳児

幼児

小学生

中高生

青年

妊婦

ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ
縦
断

分野横断

　親と子のつど
いの広場、横浜
子育てサポート
システム、地域
子育て支援拠点
など
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549億円 

594億円 

648億円 

平成 23年度 

保育関係費 

715億円 



2,192 1,972 1,420 1,419 1,345 

13,899 13,603 13,713 13,599 13,310 
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23年度(案) 22年度 21年度 20年度 19年度 

横浜市一般会計予算に占めるこども青少年局予算推移 

こども青少年局予算 一般会計予算 構成比 

15.8% 14.5% 10.4% 10.4% 10.1% 
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